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(57)【要約】
【課題】結晶性熱可塑性樹脂から構成される樹脂成形品に対して、予め熱処理を施さなく
ても、使用環境下での寸法変化を充分に抑える技術を提供する。
【解決手段】金型内表面に断熱層が形成された金型を用い、結晶性熱可塑性樹脂から構成
される樹脂組成物を、射出成形する。本発明においては、溶射法で形成された多孔質ジル
コニアから構成され、熱伝導率が２Ｗ／ｍ・Ｋ以下であり、厚みが２００μｍ以上である
断熱層が形成された金型の使用が好ましい。本発明の製造方法で得られる射出成形品は、
射出成形時の金型温度が、結晶性熱可塑性樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）＋３０℃以上、
Ｔｇ＋８０℃以下であり、射出成形時の金型温度＋２０℃の環境で２時間放置した際の成
形品の寸法変化率が０．２％以下になる。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　結晶性熱可塑性樹脂から構成される樹脂組成物を射出成形した際の金型温度＋２０℃の
環境で２時間放置したときの射出成形品の寸法変化率が０．２％以下の射出成形品を製造
する方法であって、
　金型内表面に断熱層が形成された金型を用い、
　前記金型温度を、前記結晶性熱可塑性樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）＋３０℃以上Ｔｇ
＋８０℃以下とし、前記樹脂組成物を射出成形する射出成形品の製造方法。
【請求項２】
　前記金型温度＋２０℃が、１６０℃であり、
　前記結晶性熱可塑性樹脂が、ポリアリーレンサルファイド樹脂である請求項１に記載の
射出成形品の製造方法。
【請求項３】
　前記断熱層は、多孔質ジルコニアから構成される請求項１又は２に記載の射出成形品の
製造方法。
【請求項４】
　前記断熱層は、熱伝導率が２Ｗ／ｍ・Ｋ以下である請求項１から３のいずれかに記載の
射出成形品の製造方法。
【請求項５】
　前記断熱層は、溶射法で形成された請求項１から４のいずれかに記載の射出成形品の製
造方法。
【請求項６】
　前記断熱層は、厚みが２００μｍ以上である請求項１から５のいずれかに記載の射出成
形品の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、射出成形品の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　結晶性熱可塑性樹脂は、その優れた耐薬品性、耐熱性、電気的特性、機械的特性等から
、電気・電子分野や自動車分野等を中心として、幅広い産業分野で使用されている。
【０００３】
　結晶性熱可塑性樹脂から構成される樹脂成形品の結晶化度が、成形時に充分に高められ
ていない場合、使用環境下で樹脂成形品にかかる熱によって、樹脂成形品に含まれる結晶
性熱可塑性樹脂の結晶化が進む。この結晶化により、樹脂成形品の寸法が変化する。
【０００４】
　上記のような樹脂成形品の寸法変化は、電気部品、電子部品、自動車用部品等の多くの
用途で問題となる。
【０００５】
　このような使用環境下での樹脂成形品の寸法変化を抑える方法の一つとして、使用前に
樹脂成形品に対して熱処理を施し、樹脂成形品の結晶化度を予め高めておく方法（例えば
、特許文献１参照）が挙げられる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１０－１１０８９２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
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　しかし、射出成形後の樹脂成形品に対して熱処理を施すことで、使用環境下で樹脂成形
品の寸法変化を抑える方法の場合、この熱処理を行なう分だけ成形品の生産性は低下する
。また、このような樹脂成形品の生産性の低下の問題のみならず、熱処理による寸法変化
を高い精度で予測することが困難であり、樹脂成形品の寸法管理が非常に難しいという問
題もある。
【０００８】
　本発明は、以上の課題を解決するためになされたものであり、その目的は、結晶性熱可
塑性樹脂から構成される樹脂成形品に対して、予め熱処理を施さなくても、使用環境下で
の寸法変化を充分に抑える技術を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは、上記課題を解決するために鋭意研究を重ねた。その結果、金型内表面に
断熱層が形成された金型を用い、結晶性熱可塑性樹脂から構成される樹脂組成物を、射出
成形することで、上記課題を解決できることを見出し、本発明を完成するに至った。より
具体的には、本発明は以下のものを提供する。
【００１０】
　（１）　　結晶性熱可塑性樹脂から構成される樹脂組成物を射出成形した際の金型温度
＋２０℃の環境で２時間放置したときの射出成形品の寸法変化率が０．２％以下の射出成
形品を製造する方法であって、金型内表面に断熱層が形成された金型を用い、前記金型温
度を、前記結晶性熱可塑性樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）＋３０℃以上Ｔｇ＋８０℃以下
とし、前記樹脂組成物を射出成形する射出成形品の製造方法。
【００１１】
　（２）　前記金型温度＋２０℃が、１６０℃であり、前記結晶性熱可塑性樹脂が、ポリ
アリーレンサルファイド樹脂である（１）に記載の射出成形品の製造方法。
【００１２】
　（３）　前記断熱層は、多孔質ジルコニアから構成される（１）又は（２）に記載の射
出成形品の製造方法。
【００１３】
　（４）　前記断熱層は、熱伝導率が２Ｗ／ｍ・Ｋ以下である（１）から（３）のいずれ
かに記載の射出成形品の製造方法。
【００１４】
　（５）　前記断熱層は、溶射法で形成された（１）から（４）のいずれかに記載の射出
成形品の製造方法。
【００１５】
　（６）　前記断熱層は、厚みが２００μｍ以上である（１）から（５）のいずれかに記
載の射出成形品の製造方法。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、結晶性熱可塑性樹脂から構成される樹脂成形品に対して、予め熱処理
を施さなくても、使用環境下での寸法変化を充分に抑えることができる。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明の実施形態についてさらに説明する。なお、本発明は以下の実施形態に限
定されない。
【００１８】
＜樹脂組成物＞
　樹脂組成物は、射出成形品の原料であり、結晶性熱可塑性樹脂を含む。結晶性熱可塑性
樹脂とは、ポリエチレン樹脂、ポリプロピレン樹脂、ポリ塩化ビニル樹脂、ポリアミド樹
脂、ポリアセタール樹脂、ポリアリーレンサルファイド樹脂、液晶性ポリエステル樹脂、
ポリイミド樹脂、シンジオタクチックポリスチレン樹脂等をあげることができる。なお、
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樹脂組成物は２種以上の結晶性熱可塑性樹脂を含んでもよい。
【００１９】
　上記の結晶性熱可塑性樹脂の中でも、ポリアリーレンサルファイド樹脂は、結晶化速度
が遅く、樹脂組成物が金型内で充分に結晶化する前に固化してしましやすい。したがって
、これらの樹脂から構成される樹脂組成物を成形してなる射出成形品の場合には、特に使
用環境下での寸法変化が問題となりやすい。
【００２０】
　本発明によれば、ポリアリーレンサルファイド樹脂を含む射出成形品であっても、充分
に使用環境下での射出成形品の寸法変化を小さくすることができる。
【００２１】
　ポリアリーレンサルファイド樹脂は、繰り返し単位として、－（Ａｒ－Ｓ）－（Ａｒは
アリーレン基）を主として構成されたものである。本発明では一般的に知られている分子
構造のＰＡＳ樹脂を使用することができる。
【００２２】
　アリーレン基は特に限定されないが、例えばｐ－フェニレン基、ｍ－フェニレン基、ｏ
－フェニレン基、置換フェニレン基、ｐ，ｐ’－ジフェニレンスルフォン基、ｐ，ｐ’－
ビフェニレン基、ｐ，ｐ’－ジフェニレンエーテル基、ｐ，ｐ’－ジフェニレンカルボニ
ル基、ナフタレン基等が挙げられる。上記アリーレン基から構成されるアリーレンサルフ
ァイド基の中で、同一の繰り返し単位を用いたホモポリマーの他、用途によっては異種の
アリーレンサルファイド基の繰り返しを含んだポリマーが好ましい。
【００２３】
　用途にもよるが、ホモポリマーとしては、アリーレン基としてｐ－フェニレンサルファ
イド基を繰り返し単位とするものが好ましい。ｐ－フェニレンサルファイド基を繰り返し
単位とするホモポリマーは極めて高い耐熱性を持ち、広範な温度領域で高強度、高剛性、
さらに高い寸法安定性を示すからである。このようなホモポリマーを用いることで非常に
優れた物性を備える成形品を得ることができる。
【００２４】
　コポリマーとしては、上記のアリーレン基を含むアリーレンサルファイド基の中で相異
なる２種以上のアリーレンサルファイド基の組み合わせが使用できる。これらの中では、
ｐ－フェニレンサルファイド基とｍ－フェニレンサルファイド基を含む組み合わせが、耐
熱性、成形性、機械的特性等の高い物性を備える成形品を得るという観点から好ましい。
ｐ－フェニレンサルファイド基を７０ｍｏｌ％以上含むポリマーがより好ましく、８０ｍ
ｏｌ％以上含むポリマーがさらに好ましい。
【００２５】
　上記のようなｐ－フェニレンサルファイド基、ｍ－フェニレンサルファイド基を繰り返
し単位として有するＰＡＳ樹脂は、特に、成形品の結晶化度の向上等が求められている材
料である。本願発明の射出成形品の製造方法を用いることで、成形品の高結晶化度を実現
できる。また、本願発明の射出成形品の製造方法は、作業性、生産性の問題も無い。なお
、フェニレンサルファイド基を有するＰＡＳ樹脂はＰＰＳ（ポリフェニレンサルファイド
）樹脂である。
【００２６】
　本発明で用いる樹脂組成物は、本発明の効果を害さない範囲で他の樹脂を含んでもよい
。また、成形品に所望の特性を付与するために、核剤、カーボンブラック、ガラス繊維等
の無機充填剤、無機焼成顔料等の顔料、酸化防止剤、安定剤、可塑剤、滑剤、離型剤及び
難燃剤等の添加剤を添加して、所望の特性を付与した組成物も本発明で用いる樹脂組成物
に含まれる。
【００２７】
＜金型＞
　本発明の製造方法に用いる金型は、金型内表面に断熱層が形成されている。断熱層が形
成されているため、金型内に流れ込んだ樹脂組成物の持つ熱が金型外に放出されにくくな
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る。その結果、金型の内表面に接する樹脂組成物が急冷されにくくなり、成形品表面の結
晶化度も充分に高めることができる。
【００２８】
　断熱層としては、熱伝導率が低く、高温の樹脂組成物が接しても不具合を生じない程度
の耐熱性を有するものであればよく、断熱層を構成する材料は特に限定されない。
【００２９】
　射出成形品の表面の結晶化度の低下は、上記表面のいずれの位置においても生じる可能
性があるから、金型内表面全体に断熱層が形成されていることが好ましい。なお、本発明
の効果を害さない範囲であれば、断熱層が形成されていない部分があってもよい。また、
射出成形品に、結晶化度を特に高める必要が無い部分がある場合には、成形時にその部分
と接する金型の内表面には、断熱層を形成する必要は無い。
【００３０】
　断熱層に求められる耐熱性及び熱伝導率を満たす材料としては、ポリイミド樹脂等の耐
熱性が高く熱伝導率が低い樹脂、多孔質ジルコニア等の多孔質セラミックを挙げることが
できる。以下、これらの材料について説明する。
【００３１】
　ポリイミド樹脂の具体例としては、ピロメリット酸（ＰＭＤＡ）系ポリイミド、ビフェ
ニルテトラカルボン酸系ポリイミド、トリメリット酸を用いたポリアミドイミド、ビスマ
レイミド系樹脂（ビスマレイミド／トリアジン系等）、ベンゾフェノンテトラカルボン酸
系ポリイミド、アセチレン末端ポリイミド、熱可塑性ポリイミド等が挙げられる。なお、
ポリイミド樹脂から構成される断熱層であることが特に好ましい。ポリイミド樹脂以外の
好ましい材料としては、例えば、テトラフルオロエチレン樹脂等が挙げられる。また、断
熱層は、本発明の効果を害さない範囲で、ポリイミド樹脂、テトラフルオロエチレン樹脂
以外の樹脂、添加剤等を含んでもよい。
【００３２】
　金型の内表面に断熱層を形成する方法は、特に限定されない。例えば、以下の方法で断
熱層を金型の内表面に形成することが好ましい。
【００３３】
　高分子断熱層を形成しうるポリイミド前駆体等のポリマー前駆体の溶液を金型表面に塗
布し、加熱して溶媒を蒸発させ、さらに過熱してポリマー化することによりポリイミド膜
等の断熱層を形成する方法、耐熱性高分子のモノマー、例えばピロメリット酸無水物と４
，４－ジアミノジフェニルエーテルを蒸着重合させる方法、又は、平面形状の金型に関し
ては、高分子断熱フィルムを用い適切な接着方法又は粘着テープ状の高分子断熱フィルム
を用いて金型の所望部分に貼付し断熱層を形成する方法が挙げられる。また、ポリイミド
膜を形成させ、さらにその表面に金属系硬膜としてのクローム（Ｃｒ）膜や窒化チタン（
ＴｉＮ）膜を形成させることも可能である。
【００３４】
　上記のような樹脂から構成される断熱層に求められる熱伝導率は、用途等によっても異
なるが、２Ｗ／ｍ・Ｋ以下であることが特に好ましい。断熱層の熱伝導率を上記の範囲に
調整することで、結晶化度の非常に高い射出成形品がさらに得られやすくなる。なお、上
記熱伝導率は実施例に記載の方法で測定した熱伝導率を指す。
【００３５】
　断熱層の厚みは、特に限定されず、使用する材料、成形品の形状等によって適宜好まし
い厚みに設定することができる。断熱層がポリイミド樹脂から構成される場合、断熱層の
厚みが、２０μｍ以上であれば、充分高い断熱効果が得られるため好ましい。上記金型内
表面に形成される断熱層の厚みは均一でもよいし、厚みの異なる箇所を含むものであって
もよい。
【００３６】
　多孔質ジルコニアに含まれるジルコニアとしては、特に限定されず、安定化ジルコニア
、部分安定化ジルコニア、未安定化ジルコニアのいずれでもよい。安定化ジルコニアとは
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、立方晶ジルコニアが室温でも安定化されているものであり、強度及び靱性等の機械的特
性や耐磨耗性に優れている。また、部分安定化ジルコニアとは、正方晶ジルコニアが室温
でも一部残存した状態を指し、外部応力を受けると正方晶から単斜晶へのマルテンサイト
変態が生じ、特に引張応力の作用によって進展する亀裂の成長を抑制し、高い破壊靭性を
持つ。また、未安定化ジルコニアとは安定化剤で安定化されていないジルコニアを指す。
なお、安定化ジルコニア、部分安定化ジルコニア、及び未安定化ジルコニアから選択され
る少なくとも２種以上を組み合わせて使用してもよい。
【００３７】
　安定化ジルコニア、部分安定化ジルコニアに含まれる安定化剤としては、従来公知の一
般的なものを採用することができる。例えば、イットリア，セリア，マグネシア等が挙げ
られる。安定化剤の使用量も特に限定されず、その使用量は、用途、使用材料等に応じて
適宜設定できる。
【００３８】
　なお、多孔質ジルコニア以外の多孔質セラミックも使用することができるが、多孔質ジ
ルコニアはその他の多孔質セラミックと比較して耐久性が高い。このため、多孔質ジルコ
ニアから構成される断熱層を形成した金型を用いれば、断熱層の変形等の不具合が生じ難
いため、連続して成形できる成形品の数が多く、成形品の生産性が非常に高まる。
【００３９】
　断熱層を形成するための原料は、本発明の効果を害さない範囲で、上記のジルコニア、
安定化剤以外に従来公知の添加剤等をさらに含んでもよい。
【００４０】
　上記の原料を用いて断熱層を形成する方法は特に限定されないが、溶射法を採用するこ
とが好ましい。溶射法を採用することで、多孔質ジルコニアの熱伝導率は所望の範囲に調
整されやすくなる。また、多孔質ジルコニアの内部に気泡が形成され過ぎることにより断
熱層の機械的強度が大幅に低下する等の問題も生じない。このように溶射により断熱層を
形成することで、断熱層の構造は本発明の用途に適したものになる。
【００４１】
　溶射による断熱層の形成は、例えば以下のようにして行なうことができる。先ず、原料
を溶融させて液体とする。この液体を加速させキャビティの内表面に衝突させる。最後に
、キャビティの内表面に衝突し付着した原料を固化させる。このようにすることで、非常
に薄い断熱層が金型の内表面に形成される。この非常に薄い断熱層上にさらに溶融した原
料を衝突させ固化させることで、断熱層の厚みを調整することができる。なお、原料を固
化させる方法は、従来公知の冷却手段を用いてもよいし、単に放置することで固化させて
もよい。なお、溶射方法は特に限定されず、アーク溶射、プラズマ溶射、フレーム溶射等
の従来公知の方法から好ましい方法を適宜選択することができる。
【００４２】
　多孔質セラミックから構成される断熱層の熱伝導率は、成形品の用途、ＰＡＳ系樹脂の
種類等に応じて適宜調整可能である。本発明においては、２Ｗ／ｍ・Ｋ以下であることが
好ましく、より好ましくは０．３Ｗ／ｍ・Ｋ以上２Ｗ／ｍ・Ｋ以下である。熱伝導率が２
Ｗ／ｍ・Ｋ以下であれば、１００℃以下の金型温度で射出成形品を成形しても、結晶化度
の高い射出成形品が得られやすい傾向にあるため好ましい。熱伝導率が０．３Ｗ／ｍ・Ｋ
以上であれば、断熱層内の気泡が多くなり過ぎることによる断熱層の強度の低下によって
、射出成形品の生産性を大きく低下させることがほとんど無いため好ましい。特に、断熱
層の熱伝導率が０．７Ｗ／ｍ・Ｋ以上であれば、断熱層内の気泡が多くなり過ぎることに
よる断熱層の強度の低下を非常に小さい範囲に抑えられる傾向にあるため好ましい。なお
、上記熱伝導率は実施例に記載の測定方法で得られた値を採用する。
【００４３】
　断熱層が多孔質ジルコニアから構成される場合の、断熱層の厚みは特に限定されないが
２００μｍ以上であることが好ましく、より好ましくは５００μｍ以上１０００μｍ以下
である。５００μｍ以上であれば、ジルコニア断熱層の強度が高くなるという理由で好ま
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しい。また、断熱層の厚みが１０００μｍ以下であれば、成形サイクルが長くならないと
いう理由で好ましい。
【００４４】
＜射出成形品の製造方法＞
　本発明の製造方法で得られる射出成形品は、射出成形時の金型温度がＴｇ＋３０℃以上
、Ｔｇ＋８０℃以下であり、射出成形時の金型温度＋２０℃の環境で２時間放置した際の
成形品の寸法変化率が０．２％以下である。結晶性熱可塑性樹脂がポリアリーレンサルフ
ァイド系樹脂の場合には、射出成形時の金型温度＋２０℃は、およそ１６０℃である。し
たがって、ポリアリーレンサルファイド系樹脂を用いる場合には、１６０℃の環境下に２
時間曝した射出成形品の寸法変化率を基準とすればよい。
【００４５】
　上記のような寸法変化率の小さな射出成形品は、断熱層が内表面に形成された金型を用
いることで得られやすくなる。その理由は以下の通りである。
【００４６】
　金型内に流れ込んだ樹脂組成物の持つ熱が、断熱層の存在により、金型内に放出されに
くい。このため、樹脂組成物が金型内で冷却されるまでの時間が長くなり、結晶化しにく
い結晶性熱可塑性樹脂を含む樹脂組成物、結晶化速度が遅い結晶性熱可塑性樹脂を含む樹
脂組成物を原料とする場合であっても、射出成形品に含まれる結晶性熱可塑性樹脂の結晶
化度を充分に高めることができる。
【００４７】
　上記の点から、金型内に流れ込んだ樹脂組成物が金型内で、結晶性熱可塑性樹脂の結晶
化に必要な温度以上の状態にある時間が長ければ、射出成形品に含まれる結晶性熱可塑性
樹脂の結晶化度を充分に高めることができると考えられる。ここで、「結晶性熱可塑性樹
脂の結晶化に必要な温度以上」とは、樹脂の種類等により異なるが、およそ樹脂組成物に
含まれる結晶性熱可塑性樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）＋３０℃以上である。Ｔｇは、Ｄ
ＳＣ法（ＪＩＳ　Ｋ７１２１記載の方法）によって昇温速度１０℃／分の条件で測定した
値を採用する。
【００４８】
　また、断熱層の熱伝導率が０ではないため、金型内に流れ込んだ樹脂組成物の熱は金型
外に少しずつ放出される。このとき、金型の温度が高ければ樹脂組成物の持つ熱が金型外
に放出されにくい。したがって、金型温度の条件も、金型内の樹脂組成物が一定の温度以
上を維持することに影響する。そして、この金型温度の条件は射出成形品に含まれる熱可
塑性樹脂の結晶化度を高めることに大きく影響する。射出成形品の結晶化度を高め、寸法
変化率を小さくするために必要な金型温度の条件は、樹脂の種類によって異なるが、例え
ば、Ｔｇ＋３０℃以上Ｔｇ＋８０℃以下である。Ｔｇ＋３０℃以上であれば、射出成形品
に含まれる結晶性熱可塑性樹脂の結晶化度を充分に高めることができるため好ましく、Ｔ
ｇ＋８０℃以下であれば、成形サイクルが長くならないという理由で好ましい。より好ま
しくはＴｇ＋５０℃以上Ｔｇ＋７０℃以下である。
【００４９】
　特に、使用する結晶性熱可塑性樹脂がポリアリーレンサルファイド樹脂の場合には、金
型温度を１４０℃以上１６０℃以下の条件に設定することが好ましい。１４０℃以上であ
れば、射出成形品に含まれる結晶性熱可塑性樹脂の結晶化度を高めることができるため好
ましい。１６０℃以下であれば離型時の変形が起きず、成形サイクルが長くならないため
好ましい。
【００５０】
＜射出成形品＞
　上述の通り、本発明の製造方法で得られる射出成形品は、射出成形時の金型温度がＴｇ
＋３０℃以上、Ｔｇ＋８０℃以下であり、射出成形時の金型温度＋２０℃の環境で２時間
放置した際の成形品の寸法変化率が０．２％以下である。用途に応じて使用環境が異なる
ものの、上記の過酷な環境での射出成形品の寸法変化率が０．２％以下であることから、
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本発明の製造方法で得られる射出成形品は、高温環境下で使用される部品として好ましく
使用できる。高温環境下とは、例えば、ポリアリーレンサルファイド樹脂の場合は温度８
０℃以上１４０℃以下の環境である。
【００５１】
　本発明の製造方法で得られた射出成形品は、結晶化度が高い。ここで、「結晶化度が高
い」とは、断熱層が形成されていない金型を用い、金型温度をＴｇ＋５５℃として、結晶
性熱可塑性樹脂を成形してなる成形品の結晶化度を１００としたときに、結晶化度（相対
結晶化度）が１０１以上であることを指す。
【実施例】
【００５２】
　以下に、実施例に基づいて本発明をより詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例に
よって限定されるものではない。
【００５３】
＜材料＞
　ＰＡＳ樹脂組成物：ポリフェニレンサルファイド樹脂組成物（「フォートロン１１４０
Ａ６４」、ポリプラスチックス社製）、ＩＳＯ１１４４３に準拠して測定した溶融粘度２
３０Ｐａ・Ｓ、ＤＳＣにて１０℃／ｍｉｎで測定したガラス転移温度８５℃
　断熱層の原料：多孔質ジルコニア、ポリイミド
　金型：幅４０ｍｍ×長さ４０ｍｍ×厚さ２ｍｍの平板成形用金型
【００５４】
＜断熱層の形成＞
　主としてジルコニアから構成される原料を、溶射法にて上記金型の内表面に溶射した。
断熱層の表面は密度が高くなるように調整し、多層構造の断熱層を金型内表面に形成した
。断熱層の厚みが５００μｍになるまで溶射を続け金型１を作製した。また、上記金型の
内表面にポリイミド前駆体を塗布し加熱固化させ断熱層の厚みを１５０μｍとし金型２を
作製した。このようにして、実施例の製造方法で用いる金型が得られた。
【００５５】
＜断熱層の熱伝導率の算出方法＞
　断熱層の熱伝導率はレーザーフラッシュ法にて熱拡散率、ＤＳＣにて比熱、水中置換法
（ＪＩＳ　Ｚ８８０７固体比重測定方法に準拠）にて比重を測定し、［熱伝導率］＝［熱
拡散率×比熱×比重］により算出した。熱伝導率の値は表１に示した。なお、多層構造の
断熱層の熱伝導率（λ）は密度の低い層と高い層のそれぞれの熱伝導率を求め、密度の低
い層の熱伝導率（λｌ）、密度の高い層の熱伝導率（λｈ）、断熱層全体の厚さに対する
密度の低い層の厚さ割合（ｔ）とした場合、［１／λ］＝［ｔ／λｌ］＋［（１－ｔ）／
λｈ］の式を用い計算により求めた。
【００５６】
＜実施例１＞
　成形用材料としてＰＡＳ樹脂組成物を用い、金型１を用い下記の成形条件で射出成形品
を製造した。
［成形条件］
　スクリュー回転数：１００ｒｐｍ
　射出速度：１００ｍｍ／ｓｅｃ
　金型温度：１４０℃
　樹脂温度：３２０℃
【００５７】
＜実施例２＞
　金型２を用いた以外は実施例１と同様の成形条件で射出成形品を作製した。
【００５８】
＜比較例１＞
　金型温度を８０℃に変更した以外は実施例２と同様の条件で射出成形品を作製した。
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＜比較例２＞
　断熱層を有する金型を、断熱層を有さない金型に変更した以外は、実施例１と同様の条
件で射出成形品を作製した。
【００６０】
＜参考例１＞
　射出成形品に対して、１６０℃、２時間の条件で熱処理を施した以外は比較例２と同様
の方法で射出成形品を製造した。
【００６１】
＜寸法安定性の評価＞
　実施例、比較例、参考例の射出成形品を１６０℃、２時間の条件で加熱し、加熱後の射
出成形品の流動直角方向、流動方向を測定し、流動直角方向、流動方向のそれぞれについ
て寸法変化率を測定した。寸法変化率の結果を表１に示した。
【００６２】
＜結晶化度の評価＞
　実施例、比較例、参考例に含まれるＰＰＳ樹脂の結晶化度を、Ｘ線回折法を用いて測定
した。また、比較例２の結晶化度を１００として、実施例１及び２、比較例１、参考例１
の結晶化度を算出した。算出結果は表１に示した。
【００６３】
　なお、Ｘ線回折法による結晶化度の測定は、広角Ｘ線回折（反射法）を用いて行なった
。具体的には、Ｒｕｌａｎｄ法により結晶化度を求めた。

【表１】

【００６４】
　表１の実施例１及び２の結果と比較例２の結果とから、断熱層が形成された金型を用い
ることで、成形後の射出成形品に対して加熱処理を行わなくても、高温環境下での寸法変
化が小さくなることが確認された。そして、表１の実施例１及び２の結果と参考例１の結
果とから、この寸法変化は、成形後の射出成形品に対して熱処理を行った場合と同等であ
ることが確認された。
【００６５】
　また、表１の実施例１及び２の結果と参考例１の結果とから、断熱金型を用いれば、射
出成形品に含まれる結晶性熱可塑性樹脂の結晶化度が大幅に向上することが確認された。
【００６６】
　また、実施例２と比較例１との結果から、断熱層が形成された金型を使用しても、金型
温度が低い条件では、結晶化度が向上せず、高温環境下での寸法変化も大きいことが確認
された。
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